
容積率制限を緩和する主な特例制度 ＜ ＞は平成２３年３月３１日現在の実績

一団地の総合的設計制度
（昭和25年創設）

総合的設計による複数建築物について、容積率等の規制を同一敷地内にある
ものとみなして一体的に適用する。 ＜17,461地区＞

特定街区

（昭和36年創設)

一定以上の幅員の道路に囲まれた街区等において、良好な環境と健全な形態
の建築物を建築し、有効な空地を確保すること等により市街地の整備改善を図
るため、空地の規模等に応じた容積率制限の緩和等を行う。 ＜111地区＞

高度利用地区

（昭和44年創設）

建築物の敷地等の統合を促進し、小規模建築物の建築を抑制するとともに、建
築物の敷地内に有効な空地を確保することにより、用途地域内の土地の合理
的かつ健全な都市機能の更新とを図る。 ＜1,018地区＞

総合設計制度
（昭和45年創設）

敷地内に一定以上の空地を確保する建築計画について、市街地の環境の整備
改善に資すると認められる場合に、容積率制限の緩和等を行う。 ＜3,142件＞

高層住居誘導地区
（平成9年創設）

都心の居住機能の確保等を図るため、住宅と非住宅が混在する地域内の高層
住宅を誘導すべき地区において、容積率制限の緩和等を行う。 ＜2地区＞

連担建築物設計制度
（平成10年創設）

既存建築物を前提とした合理的な設計による複数建築物について、容積率等
の規制を同一敷地内にあるものとみなして一体的に適用する。 ＜735件＞

特例容積率適用地区

（平成13年創設･17年改正）

適正な配置及び規模の公共施設を備えた土地の区域において、特例容積率の
限度の指定の申請に基づき、特例敷地のそれぞれに適用される特例容積率の
限度を指定する。 ＜1地区＞

都市再生特別地区

（平成14年創設）

都市再生に貢献し土地の高度利用を図るため、都市再生緊急整備地域内にお
いて、既存の用途地域等に基づく規制にとらわれず自由度の高い計画を定める
ことにより、容積率制限の緩和等を行う。 （60地区 ※平成25年3月末現在）

※この他、再開発等促進区、高度利用型地区計画、容積適正配分型地区計画、用途別容積型地区計画等の地区計画制度を活用
した容積率制限の緩和も可能。



都 市 再 生 本 部 （本部長：内閣総理大臣）

都市再生基本方針

都市再生特別地区

都市計画提案制度

(60地区)

都市再生事業に係
る認可等の迅速化

民間都市再生

事業計画

(63計画認定)

大臣認定

民間の活力を中心とした都市再生

税 制 特 例

金 融 支 援

都市計画等の特例

都市再生安全確保計画
※H24改正

都市再生緊急整備地域
（政令で指定：63地域 7,783ha）

特定都市再生緊急整備地域
（政令で指定：11地域 3,396ha）

都市の国際競争力の強化

地域整備方針〔都市再生本部決定〕

※ 平成25年4月1日現在

都市再生制度に関する基本的な枠組及び都市再生緊急整備地域一覧

仙台市
2地域 125ha

さいたま市 川口市
2地域 115ha

東京都 7地域
2,760ha

東京都心・臨海地域
1,991ha
新宿駅周辺地域 220ha
渋谷駅周辺地域 139ha
品川駅・田町駅周辺地域
180ha

千葉市 柏市
4地域 185ha

横浜市 4地域 286ha
川崎市 3地域 534ha

相模原市 藤沢市 厚木市 3地域
86ha

横浜都心・臨海地域 233ha
川崎殿町・大師河原地域
43ha

静岡市 浜松市
2地域 91ha

岐阜市
1地域 30ha

名古屋市 3地域 553ha

名古屋駅周辺・伏見・栄地域
110ha

京都市 向日市 長岡京市
4地域 261ha

神戸市 尼崎市
4地域 367ha

大阪市 堺市 守口市 寝屋川市 豊中市
高槻市 13地域 1,134ha

大阪駅周辺･中之島･御堂筋周辺地域
82ha
大阪コスモスクエア駅周辺地域 53ha

岡山市
1地域 47ha

広島市 福山市
2地域 84ha

高松市
1地域 51ha

福岡市 2地域 790ha
北九州市 2地域

110ha
福岡都心地域 231ha

那覇市
1地域 11ha

札幌市 2地域 163ha

札幌駅・大通駅周辺地域 110ha
都市再生緊急整備地域

（ 63地域 7,783ha）

特定都市再生緊急整備地域
（ 11地域 3,396ha ）

＜凡例＞

都市再生緊急整備地域一覧

認定民間都市再生事業の例

※国際戦略総合特区制度とも連携

虎ノ門ヒルズ
（東京都心・臨海地域）

グランフロント大阪
（大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域）



都市再生特別地区

都市再生に貢献し土地の高度利用を図るため、都市再生緊急整備地域内において、

既存の用途地域等に基づく規制にとらわれず自由度の高い計画を定めることにより、

容積率制限の緩和等を行う。 （６０地区、１２９ha （平成25年3月末現在））

１．対象

都市再生緊急整備地域内で、都市の再生に貢献し、土地の合理的

かつ健全な高度利用を図る必要がある区域

２．決定方法

都道府県及び政令指定都市が都市計画の手続を経て決定

（提案制度により都市開発事業者による提案が可能）

３．計画事項

以下の事項を従前の用途地域等に基づく規制にとらわれずに定める

ことができる。

○誘導すべき用途（用途規制の特例が必要な場合のみ）

○容積率の最高限度（４００％以上）及び最低限度

○建ぺい率の最高限度 ○建築面積の最低限度

○高さの最高限度 ○壁面の位置の制限

これにより、用途地域等における以下の規制を適用除外。

・用途地域及び特別用途地区による用途制限

・用途地域による容積率制限 ・斜線制限

・高度地区による高さ制限 ・日影規制

日本橋二丁目地区（東京都中央区）
区域面積：約４.8ha

用途地域：商業地域

容 積 率 ：800%、700％ → 1990％ 等

◇ 事例

◇制度概要



都市再生特別地区における住宅供給の例

大崎駅西口Ａ地区 （東京都品川区）
用 途 ： 住宅、事務所、店舗等
容積率 ： ６５０％ （指定容積率 ３００％）

淡路町二丁目西部地区（東京都千代田区）
用 途 ： 北地区：住宅、事務所、店舗、駐車場

南地区：公共施設（区福祉施設等）
容積率 ： 北地区：９９０％ （指定容積率 ６００％、５００％ ）

南地区：５５０％ （指定容積率 ５００％）

日本橋室町東地区 （東京都中央区）
用 途 ： 事務所、住宅、店舗、文化・交流施設
容積率 ： １３００％ （指定容積率 ８００％、７００％）

大阪駅北地区 （大阪市）
用 途： （Ａ地区）事務所、商業施設

（Ｂ地区）事務所、ナレッジ・キャピタル、商業施設、住宅
ホテル・サービスアパートメント、コンベンション

容積率：Ａ地区：１６００％ （指定容積率 ８００％）
Ｂ地区：１１５０％ （指定容積率 ６００％）


